
電力広域的運営推進機関

「容量市場業務マニュアル容量停止計画の調整業務編（実需給年度の2年度前に行う容量停止計画の調整）（対象実需給年度：2027年度　適用開始：2026年7月30日）（案）」の意見募集に寄せられたご意見および本機関回答

No. 頁 ご意見 回答

1 59

注3：第三者（社内他部署含む）が作成したやむを得ない理由を証明する資料について

今回の修正により、やむを得ない理由を証明する資料として、詳細説明資料（容量停止計画調整業務における「調整に応じることができない

やむを得ない理由」の報告について）に記載の**「第三者（社内他部署含む）が作成した資料」を提出することが業務マニュアル上明確化さ

れたものと理解しており、これに加えて新たな証明資料の提出を求めるものではないとの理解でよいでしょうか。

調整に応じることができないやむを得ない理由を証明する資料の作成主体について、第三者（社内他部署含む）が作成した資料を証憑として提出する

ことを業務マニュアル上で明確化したものであり、新たな証明資料の提出を求めるものではありません。

2 14,27

注：電源等差替を行った電源における留意事項について

電源等差替を行った場合について、部分差替・全量差替それぞれの場合に、差替元電源等提供者および差替先電源等提供者が、どの電源

の容量停止計画を登録するのかを明記いただけないでしょうか。実需給期間中については、「容量市場 業務マニュアル 実需給期間中 リクワイ

アメント対応」10頁において、差替元・差替先それぞれが提出する計画が整理されているため、同様の内容をご記載いただけると分かりやすいと

考えます。

ご指摘を踏まえ、電源等差替を実施している場合の容量停止計画の登録対象について整理した表を業務マニュアルに追加いたします。


